
１． 管理職への任用に関する状況（平成29年10月１日時点）

（１）管理職員数及び割合

Ⅰ種試験等 Ⅱ種試験等 Ⅲ種試験等 その他 合計

うち女性 うち女性 　 うち女性 うち女性 うち女性

人数(人) 70 7 5 0 19 0 14 0 108 7

割合 64.8% 10.0% 4.6% 0.0% 17.6% 0.0% 13.0% 0.0% 100% 6.5%

人数(人) 78 7 0 0 4 0 14 2 96 9

割合 81.2% 9.0% 0.0% － 4.2% 0.0% 14.6% 14.3% 100% 9.4%

（２）管理職員の府省間人事交流の実施状況

室長級 課長級 合計 室長級 課長級 合計

25 34 59 9 7 16
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「その他」とは、選考採用などをいう。5

3

課長級

平成29年12月25日

採用府省以外の府省
での勤務者数

（他府省への出向数）

採用府省以外の府省
からの勤務者数

（他府省からの出向数）

文 部 科 学 省
ス ポ ー ツ 庁
文 化 庁

「Ⅰ種職員等」とは、国家公務員採用Ⅰ種試験、その他Ⅰ種試験に準ずる試験をいう。

「Ⅱ種職員等」とは、国家公務員採用Ⅱ種試験、法務教官採用試験、外務専門職採用試験、国税専門官採用試験、労
働基準監督官採用試験、その他Ⅱ種試験に準ずる試験をいう。

「管理職（管理職員）」とは、本府省内部部局、外局の内部部局、内閣府地方創生推進事務局、内閣府知的財産戦略推
進事務局、内閣府宇宙開発戦略推進事務局、内閣府北方対策本部、内閣府子ども・子育て本部、内閣府総合海洋政策
推進事務局、内閣府国際平和協力本部に属する官職であって、職制上の段階が「室長級」又は「課長級」の官職を占める
職員をいう。専門スタッフ職俸給表の適用を受ける職員については対象外。

管理職への任用状況等について（平成29年度）

(注)１

2

6 女性の割合は、採用試験別の人数に対する割合を表す。

4 「Ⅲ種職員等」とは、国家公務員採用Ⅲ種試験、皇宮護衛官採用試験、刑務官採用試験、入国警備官採用試験、その
他Ⅲ種試験に準ずる試験をいう。



２． 本府省管理職に初めて任用された者についての状況（平成28年10月２日～平成29年10月１日）

（１）本府省管理職に初めて任用された職員の採用試験の種類及び勤続年数
イ

Ⅰ種試験等 Ⅱ種試験等 Ⅲ種試験等 その他 合計

うち女性 うち女性 　 うち女性 うち女性 うち女性

人数(人) 20 4 0 0 9 0 5 0 34 4

割合 58.8% 20.0% 0.0% － 26.5% 0.0% 14.7% 0.0% 100% 11.8%

人数(人) 15 4 0 0 3 0 1 1 19 5

割合 78.9% 26.7% 0.0% － 15.8% 0.0% 5.3% 100.0% 100% 26.3%

ロ 本府省室長級の官職に初めて任用された職員についての採用から当該任用までに要した勤続年数

ハ 本府省課長級の官職に初めて任用された職員についての採用から当該任用までに要した勤続年数

課長級

室長級

本府省室長級又は課長級の官職に任用されたことのない職員のうち、初めて本府省室長級又は課長級の官
職に任用された職員数及び割合
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（２）本府省室長級又は課長級の官職に初めて任用された職員の出向経験
（単位：人）

「出向」には、他府省、在外公館、地方公共団体、民間企業等が含まれる。

３． これまでの慣行にとらわれない人事運用を行った取組例（平成28年10月２日～平成29年10月１日）

２回以上

25

課長級 171 1

室長級

出向回数 １回０回

0 9

(注)

・これまでⅠ種試験採用職員が就いていた職に、以下のとおり初級・Ⅲ種試験採用職員を登用した。
　【平成29年7月11日付】
　　初等中等教育局特別支援教育課長、高等教育局大学振興課長、高等教育局私学部私学助成課長
　【平成29年7月18日付】
　　研究振興局参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）
・採用年次にとらわれることなく、実績と能力に基づき、比較的年次の低い職員を、本府省課長級の官職に登
用した。
・本省の審議官級の官職を経験していない職員（大臣官房国際課長から独法理事に役員出向した職員）を、
平成29年7月11日付でスポーツ庁次長（局長級）に起用した。



４． 採用（選考を含む）の状況（平成28年10月２日～平成29年10月１日）

（１）採用職員数
（単位：人）

（２）選考によって新たに採用した者のうち、公募手続を経て採用した者の状況
（単位：人）

選考によって新たに採用した者

うち女性 うち公募手続を経て採用した者

（割合） （割合） うち女性 （割合）

7 38.9% 14 77.8% 7 50.0%

（３）選考採用者のうち公募手続を経ずに採用した者について、公募手続を行わなかった具体的理由

（４）職位ごとの選考によって新たに採用した者の人数
（単位：人）

うち女性 うち女性 うち女性 うち女性

0 0 0 0 7 0 11 7

（５）選考採用により管理職以上を採用した事例

該当なし

「選考によって新たに採用をした者」とは、一般職の常勤職員に係る選考採用のうち、特別職・地方公共団体・行政執行
法人等からの選考採用、かつて職員であった者の選考採用又は人事交流の一環として行われる選考採用を除いたも
のをいう。

幹部職（相当職含む） 管理職（相当職含む） 課長補佐（相当職含む） 係長（相当職含む）以下

(注)

総数 うち女性

・高度に専門的な学識を有することや、視野が広く理解と識見を有すること、関係法令に精通していることな
どの学術的な知識・能力のほか、公正・中立に判断する資質を有することなどの観点から、総合的に人物を
見極めることが必要であり、公募を行った場合、そのような人材を確実に確保できるのか慎重な対応が求め
られるため。
・原子力事故の被害者から事業者に対する損害賠償請求に関する和解仲介業務に、継続性・長期性が求め
られることから、当初公募により採用した者を期間満了後、引き続き採用したため。
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